
現行条文 新条文

1 1 1 1 1 １．土木工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、静岡県
交通基盤部が発注する河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム工事、道
路工事､公園工事、下水道工事､港湾・漁港工事､電気通信設備工事、機
械工事その他これらに類する工事（以下「工事」という。）に係る静
岡県建設工事請負契約約款（契約書を含み以下「契約書」という。）
及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運用を図るととも
に、その他必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図る
ためのものである。工事の施工は、契約書及び設計図書のほか、静岡
県工事契約実務要覧、土木工事施工管理基準、国土交通省中部地方整
備局土木工事数量算出要領による。

1 1 1 1 1 １．土木工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、静岡県
交通基盤部が発注する河川工事、海岸工事、砂防工事、ダム工事、道
路工事､公園工事、下水道工事､港湾・漁港工事､電気通信設備工事、機
械工事その他これらに類する工事（以下「工事」という。）に係る静
岡県建設工事請負契約約款（契約書を含み以下「契約書」という。）
及び設計図書の内容について、統一的な解釈及び運用を図るととも
に、その他必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図る
ためのものである。

表現の適正化

1 1 1 1 3 契約書に添付されている図面、特記仕様書及び工事数量総括表に記載
された事項は、この共通仕様書に優先する。

1 1 1 1 3 契約図面、特記仕様書及び工事数量総括表に記載された事項は、この
共通仕様書に優先する。

表現の適正化

1 1 1 1 4 特記仕様書、図面、工事数量総括表または共通仕様書の間に相違があ
る場合、または図面からの読み取りと図面に書かれた数字が相違する
場合、受注者は監督員に確認して指示を受けなければならない。

1 1 1 1 4 特記仕様書、契約図面、工事数量総括表または共通仕様書の間に相違
がある場合、または契約図面からの読み取りと契約図面に書かれた数
字が相違する場合、受注者は監督員に確認して指示を受けなければな
らない。

表現の適正化

1 1 1 2 6 設計図書とは、仕様書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質問
回答書をいう。また、土木工事においては、工事数量総括表を含むも
のとする。

1 1 1 2 6 設計図書とは、仕様書、契約図面、現場説明書及び現場説明に対する
質問回答書をいう。また、土木工事においては、工事数量総括表を含
むものとする。

表現の適正化

1 1 1 2 9 なお、設計図書に基づき監督員が受注者に指示した書面及び受注者が
提出し監督員が承諾した書面は、特記仕様書に含まれる。

1 1 1 2 9 表現の適正化

1 1 1 2 27 書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票をい
い、発行年月日を記載し、署名または押印したものを有効とする。た
だし、情報共有システムを用いて作成及び提出等を行った工事帳票に
ついては、署名または押印がなくても有効とする。

1 1 1 2 27 書面とは、手書き、印刷物等による工事打合せ簿等の工事帳票を い
い、発行年月日を記載し、署名または押印したものを有効とす る。た
だし、情報共有システムを用いて作成され、指示、承諾、 協議、提
出、報告、通知が行われた工事帳票については、署名ま たは押印がな
くても有効とする。

対象とする書類の
定義を明確化

1 1 1 10 1 受注者は、建設業法第24条の７、及び公共工事の入札及び契約の適正
化の促進に関する法律第15条の規定による記載した施工体制台帳を作
成し、工事現場に備えるとともに、その写しを監督員に提出しなけれ
ばならない。

1 1 1 10 1 受注者は、工事を施工するために下請契約を締結した場合、国土交通
省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出について」（平成27年3月30
日付け国官技第325号、国営整第292号、平成27年3月27日付け国港技第
123号、平成27年3月16日付け国空安保第763号、国空交企第643号）に
従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるとともに、
その写しを監督員に提出しなければならない。

国の仕様書に準拠

1 1 1 10 2 受注者は、第１項に示す法律の定めに従って、各下請負者の施工の分
担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適
正化の促進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公
衆が見やすい場所に掲げるとともにその写しを監督員に提出しなけれ
ばならない。

1 1 1 10 2 第1項の受注者は、国土交通省令及び「施工体制台帳に係る書類の提出
について」（平成27年3月30日付け国官技第325号、国営整第292号、平
成27年3月27日付け国港技第123号、平成27年3月16日付け国空安保第
763号、国空交企第643号）に従って、各下請負者の施工の分担関係を
表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促
進に関する法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見や
すい場所に掲げるとともにその写しを監督員に提出しなければならな
い。

国の仕様書に準拠

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表
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現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 1 1 10 3 第１項の受注者は、「施工体制台帳に係わる書類の提出に関する実施
要領の改正に伴う追加措置について」（平成13年３月30日付け国コ企
第３号）に基づき、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び
第１項の受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場
内において、工事名・工期・顔写真・所属会社名及び社印の入った名
札等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。

1 1 1 10 3 第１項の受注者は、監理技術者、主任技術者（下請負者を含む）及び
第1項の受注者の専門技術者（専任している場合のみ）に、工事現場内
において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入った名札
等を着用させなければならない。名札は図１－１を標準とする。

国の仕様書に準拠

1 1 1 26 1 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審 議官
通達、平成21年3月31日）、建設機械施工安全技術指針（国 土交通省
大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工 企画課長通
達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫
協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本 潜水協会」及び「作業船
団安全運航指針（社）日本海上起重技術 協会」、JIS A 8972（斜面・
法面工事用仮設設備）を参考にし て、常に工事の安全に留意し現場管
理を行い災害の防止を図らな ければならない。ただし、これらの指針
は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

1 1 1 26 1 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術審 議官
通達、平成29年3月31日）、建設機械施工安全技術指針（国 土交通省
大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工 企画課長通
達、平成17年3月31日）、「港湾工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫
協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本 潜水協会」及び「作業船
団安全運航指針（社）日本海上起重技術 協会」、JIS A 8972（斜面・
法面工事用仮設設備）を参考にし て、常に工事の安全に留意し現場管
理を行い災害の防止を図らな ければならない。ただし、これらの指針
は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではない。

法令等の改正

1 1 1 26 7 受注者は、工事現場のイメージアップを図るため、現場事務所、 作業
員宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場 を形成す
るとともに、地域との積極的なコミュニケーション及び 現場周辺の美
装化に努めるものとする。

1 1 1 26 7 受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作 業員
宿舎、休憩所または作業環境等の改善を行い、快適な職場を 形成する
とともに、地域との積極的なコミュニケーション及び現 場周辺の美装
化に努めるものとする。

土木工事積算基準
に準拠

1 1 1 26 13 監督員が、労働安全衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）第 30条第
1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規定 に基づき、
受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うもの とする。

1 1 1 26 13 監督員が、労働安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）第 30条第
1項に規定する措置を講じるものとして、同条第2項の規定 に基づき、
受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うもの とする。

法令等の改正

1 1 1 26 14 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働 安全
衛生法（平成26年6月改正 法律第82号）等関連法令に基づく 措置を常
に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備 等について
は、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなけ ればならない。

1 1 1 26 14 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働 安全
衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）等関連法令に基づく 措置を常
に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備 等について
は、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなけ ればならない。

法令等の改正

1 1 1 30 6 受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す る場
合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平 成17年法
律第51号）」に基づく技術基準に適合する特定特殊自動 車、または、
「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8 日付建設省経機発
第249号）」、「排出ガス対策型建設機械の普 及促進に関する規程
（平成18年3月17日付国土交通省告示第348 号）」もしくは「第3次排
出ガス対策型建設機械指定要領（平成 18年3月17日付国総施第215
号）」に基づき指定された排出ガス対 策型建機械（以下「排出ガス対
策型建設機械等」という。）を使 用しなければならない。排出ガス対
策型建設機械等を使用できないことを監督職員が認 めた場合は、平成
７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の 排出ガス浄化装置の開
発」またはこれと同等の開発目標で実施さ れた民間開発建設技術の技
術審査・証明事業もしくは建設技審査 証明事業により評価された排出
ガス浄化装置を装着した建設機械 を使用することができるが、これに
より難い場合は、監督職員と 協議するものとする。

1 1 1 30 6 受注者は、工事の施工にあたり表1-1-1に示す建設機械を使用す る場
合は、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律(平 成27年6月
改正 法律第50号）」に基づく技術基準に適合する特 定特殊自動車、
または、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平 成3年10月8日付建設
省経機発第249号）」、「排出ガス対策型建 設機械の普及促進に関す
る規程（最終改正平成24年3月23日付国 土交通省告示第318号）」もし
くは「第3次排出ガス対策型建設機 械指定要領（最終改訂平成23年7月
13日付国総環リ第1号）」に基 づき指定された排出ガス対策型建機械
（以下「排出ガス対策型建 設機械等」という。）を使用しなければな
らない。排出ガス対策型建設機械等を使用できないことを監督員が認
めた場合は、平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の 排出
ガス浄化装置の開発」またはこれと同等の開発目標で実施さ れた民間
開発建設技術の技術審査・証明事業もしくは建設技審査 証明事業によ
り評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械 を使用することが
できるが、これにより難い場合は、監督員と 協議するものとする。

法令等の改正



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 1 1 30 6 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械を使用す
る場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものとして「特定特
殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（平成18年3月28日
経済産業省・国土交通省・環境省令第1号）16条第1項第2号もしくは第
20条第1項第2号に定める表示が付された特定特殊自動車、または「排
出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8日付建設省経機発第249
号）」もしくは「第3次排出ガス対策型建設機械指定要領（平成18年3
月17日付国施第215号）に基づき指定されたトンネル工事用排出ガス対
策型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」と
いう。）を使用しなければならない。（黒煙浄化装置付）を装着した
建設機械を使用することができるが、これにより難い場合は、監督員
と協議するものとする。

1 1 1 30 6 受注者は、トンネル坑内作業において表1-1-2に示す建設機械 を使用
する場合は、2011年以降の排出ガス基準に適合するものと して「特定
特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」（平成28年11月
11日経済産業省・国土交通省・環境省令第2号） 16条第1項第2号もし
くは第20条第1項第2号に定める表示が付され た特定特殊自動車、また
は「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成3年10月8日付建設省経機
発第249号）」もしくは「第3次排 出ガス対策型建設機械指定要領（最
終改訂平成23年7月13日付国 総環リ第1号）に基づき指定されたトンネ
ル工事用排出ガス対策 型建設機械（以下「トンネル工事用排出ガス対
策型建設機械等」 という。）を使用しなければならない。トンネル工
事用排出ガス対策型建設機械等を使用できないこと を監督員が認めた
場合は、平成7年度建設技術評価制度公募課 題「建設機械の排出ガス
浄化装置の開発」またはこれと同等の開 発目標で実施された民間開発
建設技術の技術審査・証明事業もし くは建設技術審査証明事業により
評価された排出ガス浄化装置（黒煙浄化装置付）を装着した建設機械
を使用することができる が、これにより難い場合は、監督員と協議す
るものとする。

法令等の改正

1 1 1 30 6

1 1 1 30 6 1

1 1 1 30 6 最新の運用を反映

1 1 30 6 最新の運用を反映



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 1 1 30 9 受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、
環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平
成15年7月改正法律第119号。「グリーン購入法」という。）第2条に規
定する環境物品等をいう。）の使用を積極的に推進するものとする。
グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進に関す
る基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、原則とし
て、判断の基準を満たすものを使用するものとする。なお、事業ごと
の特性、必要とされる強度やまた、その調達実績の集計結果を監督員
に提出するものとする。なお、集計及び提出の方法は、設計図書及び
監督員の指示による。耐久性、機能の確保、コスト等の影響により、
これにより難い場合は、監督員と協議する。

1 1 1 30 9 受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または 目的
物の使用にあたっては、環境物品等（国等による環境物品等 の調達の
推進等に関する法律（平成27年9月改正 法律第66号。「グリーン購入
法」という。）第2条に規定する環境物品等をい う。）の使用を積極
的に推進するものとする。

法令等の改正
環境省「環境物品
等の調達の推進に
関する基本方針」
（平成28年2月）
に準拠

1 1 1 30 9 1 1 1 30 9 (1)グリーン購入法第6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進 に
関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、 原則と
して、判断の基準を満たすものを使用するものとする。な お、事業ご
との特性、必要とされる強度や耐久性、機能の確保、 コスト等の影響
により、これにより難い場合は、監督員と協議 する。
また、その調達実績の集計結果を監督員に提出するものとす る。な
お、集計及び提出の方法は、設計図書及び監督員の指示 による。

環境省「環境物品
等の調達の推進に
関する基本方針」
（平成28年2月）
に準拠

1 1 1 30 9 1 1 1 30 9 (2)グリーン購入法に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方
針における公共工事の配慮事項に留意すること。

環境省「環境物品
等の調達の推進に
関する基本方針」
（平成28年2月）
に準拠

1 1 1 32 4 受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の
安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うと
ともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平成26年5月26
日改正内閣府・国土交通省令第1号）、道路工事現場における標示施設
等の設置基準（建設省道路局長通知、昭和37年8月30日）、道路工事現
場における表示施設等の設置基準の一部改正について（局長通知平成
18年3月31日国道利37号・国道国防第205号）、道路工事現場における
工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政
課長、国道・防災課長通知平成18年3月31日国道利38号・国道国防第
206号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路局国道第一
課通知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければならない。

1 1 1 32 4 受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交 通の
安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察署と打合 せを行うと
ともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（平成28年7月15
日改正 内閣府・国土交通省令第2号）、道路工 事現場における標示施
設等の設置基準（建設省道路局長通知、昭 和37年8月30日）、道路工
事現場における表示施設等の設置基準 の一部改正について（局長通知
平成18年3月31日 国道利37号・ 国道国防第205号）、道路工事現場に
おける工事情報板及び工事 説明看板の設置について（国土交通省道路
局路政課長、国道・防 災課長通知 平成18年3月31日 国道利38号・国
道国防第206号）及 び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省道路
局国道第一課通 知昭和47年2月）に基づき、安全対策を講じなければ
ならない。

法令等の改正

1 1 1 32 12 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 26年
5月28日改正 政令第424号）第3条における一般的制限値を超 える車両
を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許 可を得ている
ことを確認しなければならない。また、道路交通法 施行令（平成26年
4月改正 政令第169号）第22条における制限を 超えて建設機械、資材
等を積載して運搬するときは、道路交通法（平成26年6月改正 法律第
69号）第57条に基づく許可を得ていることを確認しなければならな

1 1 1 32 12 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（平成 26年
5月28日改正 政令第187号）第3条における一般的制限値を超 える車両
を通行させるときは、道路法第47条の2に基づく通行許 可を得ている
ことを確認しなければならない。また、道路交通法 施行令（平成28年
7月15日改正 政令第258号）第22条における制 限を超えて建設機械、
資材等を積載して運搬するときは、道路交 通法（平成27年9月改正 法
律第76号）第57条に基づく許可を得ていることを確認しなければなら

誤字の修正法令等
の改正

1 1 1 34 1 建設業法 （平成25年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 建設業法 （平成26年6月改正 法律第69号） 誤字の修正
1 1 1 34 1 労働基準法 （平成24年6月改正 法律第42号） 1 1 1 34 1 労働基準法 （平成27年5月改正 法律第31号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 労働安全衛生法 （平成26年6月改正 法律第82号） 1 1 1 34 1 労働安全衛生法 （平成27年5月改正 法律第17号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 雇用保険法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 雇用保険法 （平成28年6月改正 法律第63号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 労働者災害補償保険法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 労働者災害補償保険法 （平成27年5月改正 法律第17号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 健康保険法 （平成26年6月改正 法律第83号） 1 1 1 34 1 健康保険法 （平成28年12月改正 法律第114号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 中小企業退職金共済法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 中小企業退職金共済法 （平成28年6月改正 法律第66号） 法令等の改正



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 1 1 34 1 建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （平成25年11月改正 法 律第
86号）

1 1 1 34 1 建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （平成28年5月改正 法 律第
47号）

法令等の改正

1 1 1 34 1 出入国管理及び難民認定法 （平成26年6月改正 法律第74号） 1 1 1 34 1 出入国管理及び難民認定法 （平成28年11月改正 法律第89号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 道路法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 道路法 （平成28年3月改正 法律第19号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 道路交通法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 道路交通法 （平成27年9月改正 法律第76号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 道路運送法（平成26年6月改正　法律第69号） 1 1 1 34 1 道路運送法 （平成28年12月改正　法律第106号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 道路運送車両法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 道路運送車両法 （平成28年11月改正 法律第86号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 河川法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 河川法 （平成27年5月改正 法律第22号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 港湾法 （平成26年6月改正 法律第91号） 1 1 1 34 1 港湾法 （平成28年5月改正 法律第45号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 港則法 （平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 港則法 （平成28年5月改正 法律第42号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 下水道法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 下水道法 （平成27年5月改正 法律第22号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 航空法 （平成26年6月改正 法律第70号） 1 1 1 34 1 航空法 （平成28年5月改正 法律第51号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 森林法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 森林法 （平成28年5月改正 法律第47号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 火薬類取締法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 火薬類取締法 （平成27年6月改正 法律第50号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 大気汚染防止法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 大気汚染防止法 （平成27年6月改正 法律第41号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 水質汚濁防止法 （平成25年6月改正 法律第60号） 1 1 1 34 1 水質汚濁防止法 （平成28年5月改正 法律第47号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （平成26年6月改正 法律第 69 1 1 1 34 1 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 （平成27年7月改正 法律第 58 法令等の改正
1 1 1 34 1 砂利採取法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 砂利採取法 （平成27年6月改正 法律第50号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 電気事業法 （平成26年6月改正 法律第72号） 1 1 1 34 1 電気事業法 （平成28年6月改正 法律第59号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 消防法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 消防法 （平成27年9月改正 法律第66号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 建築基準法 （平成26年6月改正 法律第92号） 1 1 1 34 1 建築基準法 （平成28年6月改正 法律第72号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 海上交通安全法 （平成21年7月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 海上交通安全法 （平成28年5月改正 法律第42号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （平成26 年6月

改正 法律第55号）
1 1 1 34 1 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （平成27 年9月

改正 法律第66号）
法令等の改正

1 1 1 34 1 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （平成15年7 月改
正 法律第119号）

1 1 1 34 1 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 （平成27年9 月改
正 法律第66号）

法令等の改正

1 1 1 34 1 漁業法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 漁業法 （平成28年5月改正 法律第51号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 空港法 （平成26年6月改正 法律第76号） 1 1 1 34 1 空港法 （平成25年11月改正 法律第76号） 誤字の修正
1 1 1 34 1 厚生年金保険法 （平成25年6月改正 法律第63号） 1 1 1 34 1 厚生年金保険法 （平成28年12月改正 法律第114号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 航路標識法 （平成16年6月改正 法律第84号） 1 1 1 34 1 航路標識法 （平成28年5月改正 法律第42号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 職業安定法 （平成26年6月改正 法律第67号） 1 1 1 34 1 職業安定法 （平成28年5月改正 法律第47号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 所得税法 （平成26年6月改正 法律第91号） 1 1 1 34 1 所得税法 （平成28年11月改正 法律第89号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 水産資源保護法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 水産資源保護法 （平成27年9月改正 法律第70号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 船員保険法 （平成26年6月改正 法律第83号） 1 1 1 34 1 船員保険法 （平成28年12月改正 法律第114号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 著作権法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 著作権法 （平成28年5月改正 法律第51号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 電波法 （平成26年6月改正 法律第69号） 1 1 1 34 1 電波法 （平成27年5月改正 法律第26号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特 別措

置法 （平成26年6月改正 法律第69号）
1 1 1 34 1 土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特 別措

置法 （平成27年6月改正 法律第40号）
法令等の改正

1 1 1 34 1 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成26年6月改正 法 律第
69号）

1 1 1 34 1 労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （平成28年3月改正 法 律第
17号）

法令等の改正

1 1 1 34 1 毒物及び劇物取締法 （平成23年12月改正 法律第122号） 1 1 1 34 1 毒物及び劇物取締法 （平成27年6月改正 法律第50号） 法令等の改正
1 1 1 34 1 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 （平成17年5月法 律第

51号）
1 1 1 34 1 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律 （平成27年6月法 律第

50号）
法令等の改正

1 1 1 34 3 受注者は、当該工事の計画、図面、仕様書及び契約そのものが第 1項
の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していることが判明 した場合
には速やかに監督員と協議しなければならない。

1 1 1 34 3 受注者は、当該工事の計画、契約図面、仕様書及び契約そのもの が第
1項の諸法令に照らし不適当であったり矛盾していることが 判明した
場合には速やかに監督員と協議しなければならない。

表現の適正化

1 1 1 39 3 発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成22年12 月3
日改正 法律第65号第2条第1項第1号）に規定される著作物に 該当する
場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものと する。

1 1 1 39 3 発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成28年5 月27
日改正 法律第51号第2条第1項第1号）に規定される著作物に 該当する
場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属するものと する。

法令等の改正



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 1 1 記載なし 1 1 1 52 １－１－52工事監理連絡会
１．工事監理連絡会は、工事着手前に受注者、工事の設計を担当した
コンサルタント等及び発注者が参加して、設計図と現場の整合性の確
認及び設計意図の伝達等を行う。工事監理連絡会は、工事に関し必要
な設計変更の内容等を明確にするものである。
２．工事監理連絡会は、受注者が発注者へ施工計画書を提出する前に
実施するものとし、発注者に工事監理連絡会の開催を要請する。ま
た、工事着手後に問題等が発生した場合にも発注者と協議のうえ開催
を要請する。
３．受注者は、工事監理連絡会に現場代理人及び主任技術者又は監理
技術者の２名の出席を標準とする。
４．工事監理連絡会の協議内容は、以下の通りとする。
(1）契約図書である設計図等と現場の整合性、設計意図を確認したう
えで、当該工事に関し必要な設計変更の内容を確定するとともに、そ
の設計図等の修正実施者及び費用負担者を調整・決定するものとす
る。
(2）受注者は、別添「設計図書の照査ガイドライン」により設計照査
等を実施し、監督員に確認できる資料及び質問書を書面により提出
し、確認を求めることができる。「設計図書の照査ガイドライン」に
ない工種は、本ガイドラインに準拠できるものがあれば、発注者と協
議し運用できるものとする。
(3）受注者は、発注者及びコンサルタント等に施工計画について説明
を行う。
(4）受注者は、発注者がコンサルタントからの要請による工事監理連
絡会開催の調整を行う場合、その開催に協力するものとする。
５．協議結果については、受注者が報告書にまとめ発注者に提出する
ものとする。
６．受注者は、発注者が指示するコンサルタント等に工事監理連絡会
の打合せ費用として、業務価格に計上してある金額を開催後速やかに
支払うものとする。

特記仕様書を反映
し追加

1 2 2 1 2 2 国土交通省道路土工構造物技術基準（平成27年3月） 適用すべき諸基準
の追加



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 2 3 1 1 1 2 3 1 2 誤字の修正

1 2 3 3 7 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タンパ・
振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなければならない。

1 2 3 3 7 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について、タン パ・
振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上がり厚を20cm以 下で入念
に締固めなければならない。

道路土工－盛土工
指針に準拠

1 2 4 1 8 受注者は、工事箇所に工事目的物に影響をおよぼすおそれがあるよう
な予期できなかった湧水が発生した場合には、工事を中止し、監督員
と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には応急処置
をとった後、直ちにその措置内容を監督員に通知しなければならな
い。

1 2 4 1 8 受注者は、工事箇所において工事目的物に影響をおよぼすおそれ があ
るような予期できなかった湧水が発生した場合には、工事を 中止し、
監督員と協議しなければならない。ただし、緊急を要 する場合には応
急処置をとった後、直ちにその措置内容を監督職 員に通知しなければ
ならない。

表現の適正化

1 2 4 3 10 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工について
は、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなければな
らない。なお、現場発生土等を用いる場合は、その中で良質な材料を
用いて施工しなければならない。

1 2 4 3 10 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路体盛土工の施工につ いて
は、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上が り厚を
20cm以下で入念に締固めなければならない。 なお、現場発生土等を用
いる場合は、その中で良質な材料を用い て施工しなければならない。

道路土工－盛土工
指針に準拠

1 2 4 4 7 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工について
は、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により締固めなければな
らない。

1 2 4 4 7 受注者は、構造物の隣接箇所や狭い箇所の路床盛土の施工につい て
は、タンパ、振動ローラ等の小型締固め機械により、仕上がり 厚を
20cm以下で入念に締固めなければならない。

道路土工－盛土工
指針に準拠

1 3 2 0 1 1 3 2 0 1 機械式鉄筋定着工法技術検討委員会 機械式鉄筋定着工法の配筋 設計
ガイドライン（案）（平成28年7月）

適用すべき諸基準
の追加



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

1 3 5 4 3 受注者は、JISA8603-1（コンクリートミキサー第1部：用語及び仕様項
目）、JISA8603-2（コンクリートミキサー第2部：練混ぜ性能試験方
法）に適合するか、または同等以上の性能を有するミキサを使用しな
ければならない。ただし、機械練りが不可能でかつ簡易な構造物の場
合で、手練りで行う場合には、受注者は、設計図書に関して監督員に
協議しなければならない。

1 3 5 4 3 受注者は、JIS A 8603-1（コンクリートミキサ－第1部：用語及 び仕
様項目）、JIS A 8603-2（コンクリートミキサ－第2部：練 混ぜ性能
試験方法）に適合するか、または同等以上の性能を有す るミキサを使
用しなければならない。ただし、機械練りが不可能 でかつ簡易な構造
物の場合で、手練りで行う場合には、受注者 は、設計図書に関して監
督員に協議しなければならない。

誤字の修正

1 3 6 4 5 受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートのポン
プ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規定によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。ま
た、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベア、その他を用い
る場合も、材料の分離を防ぐようこれらを配置しなければならない。

1 3 6 4 5 受注者はコンクリートポンプを用いる場合は、「コンクリートの ポン
プ施工指針（案）5章圧送」（土木学会、平成24年6月）の規 定によ
る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければ ならない。ま
た、受注者はコンクリートプレーサ、ベルトコンベヤ、その他を用い
る場合も、材料の分離を防ぐようこれらを配置 しなければならない。

誤字の修正

1 3 6 7 1 打継目の位置及び構造は、図面の定めによるものとする。ただし、受
注者は、やむを得ず図面で定められていない場所に打継目を設ける場
合、構造物の強度、耐久性、水密性及び外観を害しないように、その
位置、方向及び施工方法を定め、監督員と協議しなければならない。

1 3 6 7 1 打継目の位置及び構造は、契約図面の定めによるものとする。た だ
し、受注者は、やむを得ず契約図面で定められていない場所に 打継目
を設ける場合、構造物の強度、耐久性、水密性及び外観を 害しないよ
うに、その位置、方向及び施工方法を定め、監督員 と協議しなければ

表現の適正化

1 3 7 4 2 受注者は、図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリート打設中
に動かないよう十分堅固に組み立てなければならない。なお、必要に
応じて図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等を使用するものとす
る。受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径0.8mm以上のなまし鉄線、又
はクリップで緊結し、鉄筋が移動しないようにしなければならない。
また、設計図書に特別な組立用架台等が指定されている場合は、それ
に従うものとする。

1 3 7 4 2 受注者は、契約図面に定めた位置に、鉄筋を配置し、コンクリー ト打
設中に動かないよう十分堅固に組み立てなければならない。 なお、必
要に応じて契約図面に示されたもの以外の組立用鉄筋等 を使用するも
のとする。受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8mm以上のなまし
鉄線、またはクリップで緊結し、鉄筋が移動 しないようにしなければ
ならない。また、設計図書に特別な組立 用架台等が指定されている場
合は、それに従うものとする。

表現の適正化

2 1 2 0 1 受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、性能
試験結果、ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任において整
備、保管し、監督員または検査職員の請求があった場合は速やかに提
示しなければならない。ただし、設計図書で提出を定められているも
のについては、監督員へ提出しなければならない。なお、JIS規格品の
うちJISマーク表示が認証されJISマーク表示がされている材料・製品
等（以下、「JISマーク表示品」という）については、JISマーク表示
状態を示す写真等確認資料の提示に替えることができる。

2 1 2 0 1 受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、 性能
試験結果、ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任に おいて整
備、保管し、監督員または検査員の請求があった場 合は速やかに提示
しなければならない。ただし、設計図書で品質 規格証明書等の提出を
定められているものについては、監督員 へ提出しなければならない。
なお、JIS規格品のうちJISマーク表示が認証されJISマーク表示 がさ
れている材料・製品等（以下、「JISマーク表示品」とい う）につい
ては、JISマーク表示状態を示す写真等確認資料の提 示に替えること

表現の適正化

2 1 2 0 4 受注者は、設計図書において指定された工事材料について、見本また
は品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督員に提出し、
確認を受けなければならない。なお、JISマーク表示品については、
JISマーク表示状態の確認とし見本または品質を証明する資料の提出は
省略できる。

2 1 2 0 4 受注者は、設計図書において監督員の試験もしくは確認及び承 諾を受
けて使用することを指定された工事材料について、見本ま たは品質を
証明する資料を工事材料を使用するまでに監督員に 提出し、確認を受
けなければならない。 なお、JISマーク表示品については、JISマーク
表示状態の確認と し見本または品質を証明する資料の提出は省略でき
る。

表現の適正化

表１－１「海外建設資材品質検査・証明」対象資材 表１－１「海外建設資材品質検査・証明」対象資材2 1 2 0 6 1 2 0 6 道路橋示方書・同
解説に準拠

2



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

2 2 2 7 2 2 2 7 ２－２－７再生砂（RC-10）
１．目的及び適用
（１）建設発生材（セメントコンクリート発生材、アスファルトコン
クリート発生材）の適正処理、資源の有効利用を図ることを目的とす
る。
（２）適用範囲は、「公共建設工事における分別解体等・再資源化等
及び再生資源活用工事実施要領（土木）」による。特に透水性舗装の
フィルター層用砂等仕様目的にそぐわない材料には用いないこと。
２．材料
（１）コンクリート構造物の解体（レディーミクストコンクリートの
戻りコンクリートを硬化させた塊を破砕して造ったものも含む）など
により発生したセメントコンクリート、アスファルトコンクリート発
生材から製造した材料でなければならない。必要に応じて補足材料
（砕石、砂等）を加えることができる。
（２）再生砂は、均等質、清浄であり、木片、レンガ、瓦、細長いま
たは偏平な石片、ごみ、泥、有機物などを有害量含んではならない。
（３）再生砂の粒度は表－２・１のとおりとする。

3.再生砂の製造
(1)製造所
再生砂製造所は、公害対策基本法、騒音規制法、振動規制法、大気汚
染防止法、水質汚濁防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の
規定を満足するもので、かつ周辺環境に対する保全対策を施したもの
とする。
(2)発生材の貯蔵
発生材を貯蔵する場合は、発生材が飛散、流出しないような設備を備
えることが望ましい。

特記仕様書の反映



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

(3)発生材の破砕
破砕装置には大割を行う一次破砕装置と、さらにこれを所定の大きさ
以下に小割する二次破砕装置の設置が望ましい。
(4)ふるい分け
破砕された材料は、振動ふるい等によって所定の大きさ以下にふるい
分けなければならない。
(5)再生砂の貯蔵
1)ふるい分けられた再生砂は、ごみや泥が混入しないように貯蔵しな
ければならない。
2)降雨等による雨水対策を施し、再生砂の粒度分布の変動に細心の注
意をはらわなければならない。
(6)プラントにおける品質管理項目と頻度
1)プラントにおける品質管理項目と頻度(出荷量ごと)は表-2・2によ
る。

(注)ただし、2ヶ月間の出荷量が1,000m3に満たない場合は、2ヶ月に1
回の頻度で実施しなければならない。
2)出荷量データ(出荷月日と数量)及び品質管理データを整理、保管
し、提示を求められた時には、すみやかに提示しなければならない。
4.その他
再生砂における六価クロムの有無について、平成3年8月23日付け環境
庁告示第46号に規定される測定方法に基づき、あらかじめ土壌の汚染
に係る環境基準に適合することを確認すること。
(平成19年11月8日付け建技第219号「公共建設工事における再生コンク
リート砂に係る留意事項について」)
における

2 2 8 3 0 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成26年7月改正政令
第269号）に規定されている特定化学物質を含まないものとし、表2-
28、表2-29、表2-30の規格に適合するものとする。

2 2 8 3 0 再生用添加剤の品質は、労働安全衛生法施行令（平成28年11月改 正
政令第343号）に規定されている特定化学物質を含まないものとし、表
2-28、表2-29、表2-30の規格に適合するものとする。

法令等の改正

2 2 10 1 1 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンクリート
とよく付着し、しかもひびわれが入らないものとする。

2 2 10 1 1 注入目地材は、コンクリート版の膨張、収縮に順応し、コンク リート
とよく付着し、しかもひび割れが入らないものとする。

道路土工－擁壁工
指針に準拠



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

2 2 12 1 0 （４）反射シート
標示板に使用する反射シートは、ガラスビーズをプラスチックの中に
封入したレンズ型反射シートまたは、空気層の中にガラスビーズをプ
ラスチックで覆ったカプセルレンズ型反射シートとし、その性能は表
2-34、表2-35に示す規格以上のものとする。
また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひびわ
れ、剥れが生じないものとする。
なお、受注者は、表2-34、表2-35に示した品質以外の反射シートを用
いる場合には、監督員の確認を受けなければならない。

2 2 12 1 0 （４）反射シート
反射シートは広角プリズム型（フルキューブ）反射シートとし、色度
範囲及び反射性能は表２－34・35のとおりとする。
                       表２-34　色度範囲

            表２-35　反射性能（反射シートの再帰反射係数）

なお、交差道路標識（118－B、C（国道番号）、118の２－B、C（都道
府県番号））の色度範囲及び反射性能は表２－36、表２－37のとおり
とする。

平成23年11月28日
建工第80号・道保
第225号通知によ
る

 

表 2-34 封入レンズ型反射シートの反射性能 
 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 70 50 15 4.0 9.0 

30° 30 22 6.0 1.7 3.5 

20’ 

（0.33°） 

5° 50 35 10 2.0 7.0 

30° 24 16 4.0 1.0 3.0 

 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.2 0.6 

30° 2.5 1.5 0.4 0.1 0.3 

［注］試 験及び 測定方法  は、 JIS Z 9117（ 再帰性反  射材） に よる 。 



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

                       表２－36　色度範囲

 
       表２－37　反射性能（反射シートの再帰反射係数）

 

接着力は、８００g／２５mm（７．８４N）の静荷重を５分間かけて、
貼付した試験片から５０mm以上剥がれないものとする。
収縮性は、剥離紙を剥離後、１０分間で０．８mm以上、２４時間で
３．２mm以上収縮しないものとする。
耐候性は、通常の使用条件にて設置後１２年経過した時点において
も、以下の条件を満たすものとする。なお、屋外暴露試験（JIS Z ２
３８１ 南面４５暴露）により、１２年間を５年間に短縮できるものと
する。
 ・反射性能は、規格値の５０％以上とする。
 ・色は、色度座標の範囲内とする。（淡い色は除く）
 ・ふくれ、ひび割れ、端の剥がれ、腐食等がないこと。
 基板 ら 射 が がな3 1 1 2 1 受注者は、契約書第3条に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）

を規定されたときは、内訳書を監督員を通じて発注者に提出しなけれ
ばならない。

3 1 1 2 1 受注者は、契約書第3条に請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）
を規定されたときは、内訳書を発注者に提出しなければならない。

総価契約単価合意
方式により、主に
発注担当課と受注
者間で資料がやり
取りされる実態を
反映

表 2-35 カプセルレンズ型反射シートの反射性能 

 

観測角° 入射角° 白 黄 赤 青 緑 

12’ 

（0.2°） 

5° 250 170 45 20 45 

30° 150 100 25 11 25 

20’ 

（0.33°） 

5° 180 122 25 14 21 

30° 100 67 14 8.0 12 

 

2° 

5° 5.0 3.0 0.8 0.3 0.6 

30° 2.5 1.8 0.4 0.1 0.3 

［注］試 験及び 測定方法  は、JIS Ｚ 9117 （ 再 帰性 反射材）による  



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 1 1 2 6 受注者は、請負代金内訳書を作成するに際して、監督員が貸与する電
子データに必要事項を入力するものとする。必要事項の入力にあたっ
ては、監督員が支給する「請負代金内訳書書式データの入力説明書
（受注者用）」に基づき行うものとする。

3 1 1 2 6 受注者は、請負代金内訳書を作成するに際して、発注者が貸与する電
子データに必要事項を入力するものとする。必要事項の入力にあたっ
ては、発注者が支給する「請負代金内訳書書式データの入力説明書
（受注者用）」に基づき行うものとする。

総価契約単価合意
方式により、主に
発注担当課と受注
者間で資料がやり
取りされる実態を
反映

3 2 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和60年2月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月） 基準等の改定
3 2 2 0 0 環境省 水質汚濁に係る環境基準について （平成26年11月） 3 2 2 0 0 環境省 水質汚濁に係る環境基準について （平成28年3月） 基準等の改定
3 2 2 0 0 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成20年1月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成28年12月） 基準等の改定
3 2 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成19年1月） 3 2 2 0 0 日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成27年3月） 基準等の改定
3 2 2 0 0 3 2 2 0 0 国土交通省 道路土工構造物技術基準 （平成27年3月） 適用すべき諸基準

の追加
3 2 2 0 0 土木学会 コンクリート標準示方書（規準編） （平成24年11月） 3 2 2 0 0 土木学会 コンクリート標準示方書（規準編） （平成25年11月） 誤字の修正
3 2 3 2 6 ただし、x、yはJIS Z 8701（色の表示方法－XYZ表色系及び X10Y10Z10

表色系）の色度座標である。
3 2 3 2 6 ただし、x、yはJIS Z 8781-3（測色－第三部：CIE三刺激値）の 色度

座標である。
JISの改定

3 2 3 2 6 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20μ m以
上の塗装で仕上げ塗装しなければならない。

3 2 3 2 6 受注者は、熱硬化性アクリル樹脂塗装以上の塗料を用いて、20μ m以
上の塗装厚で仕上げ塗装しなければならない。

表現の適正化

3 2 3 5 1 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した 基盤
の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3（セ メント：
砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、縁石 ブロック等を
図面に定められた線形及び高さに合うよう十分注意 して据付けなけれ
ばならない。

3 2 3 5 1 縁石工の施工にあたり、縁石ブロック等は、あらかじめ施工した 基盤
の上に据付けるものとする。敷モルタルの配合は、1：3（セ メント：
砂）とし、この敷モルタルを基礎上に敷均した後、縁石 ブロック等を
契約図面に定められた線形及び高さに合うよう十分 注意して据付けな
ければならない。

表現の適正化

3 2 3 6 3 受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サウンディング処 理）し
ラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処理 液）で脱脂
洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるの に最適な表面状
態を保たなければならない。

3 2 3 6 3 受注者は、標示板基板表面を機械的に研磨（サンディング処理） し
ラッカーシンナーまたは、表面処理液（弱アルカリ性処理液） で脱脂
洗浄を施した後乾燥を行い、反射シートを貼付けるのに最 適な表面状
態を保たなければならない。

誤字の修正

3 2 3 8 6 受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルにね じれ
などを起こさないようにするとともに所定の張力（Aは 20kN、B種及び
C種は9.8kN）を与えなければならない。

3 2 3 8 6 受注者は、ガードケーブルを支柱に取付ける場合、ケーブルにね じれ
などを起こさないようにするとともに所定の張力（A種は 20kN/本、B
種及びC種は9.8kN/本）を与えなければならない。

防護柵の設置基
準・同解説に準拠

3 1 1 6 7 3 1 1 6 7 プラスチック製等
が使用されている
実態を反映



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 3 13 4 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入後 少な
くとも5日間、5℃以上に保ち、凍結することのないように行 わなけれ
ばならない。

3 2 3 13 4 寒中におけるグラウトの施工については、グラウト温度は注入後 少な
くとも3日間、5℃以上に保ち、凍結することのないように行 わなけれ
ばならない。

コンクリート標準
示方書（施工編）
2012年制定に準拠

3 2 3 14 2 プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質 がエ
ポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同 等以上
で、かつ、表2-3に示す条件を満足するものを使用する ものとする。
エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密 封し、原則として
製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはな らない。これ以外の場
合は、設計図書によるものとする。 なお、接着剤の試験方法は JSCE-
H101-2013 プレキャストコンク リート用樹脂系接着剤（橋げた用）品
質規格（案）「コンクリー ト標準示方書・（規準編）」（土木学会、
平成25年11月）によ る。これにより難い場合は、監督員の承諾を得な
ければならな い。

3 2 3 14 2 プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質 がエ
ポキシ樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同 等以上
で、かつ、表2-3に示す条件を満足するものを使用する ものとする。
エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密 封し、原則として
製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはな らない。これ以外の場
合は、設計図書によるものとする。 なお、接着剤の試験方法は 「コ
ンクリート標準示方書・（規準 編）」（土木学会、平成25年11月）に
おける、JSCE-H 101-2013 プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤
（橋げた用）品質規格（案）による。これにより難い場合は、監督員
の承諾を得なけ ればならない。

表現の適正化

3 2 3 23 3 ボルト長が径の5倍を越える場合：施工条件に一致した予備試験 に
よって目標回転数を決定する。

3 2 3 23 3 ボルト長が径の5倍を超える場合：施工条件に一致した予備試験 に
よって目標回転数を決定する。

誤字の修正

3 2 3 23 3 ボルトの締付け機、測量器具などの検定を現地施工に先立ち現地 搬入
直前に1回、搬入後はトルクレンチは1ヶ月毎にその他の機器 は3ヶ月
毎に点検を行い、精度を確認しなければならない。

3 2 3 23 3 ボルトの締付け機、測定器具などの検定は、下記に示す時期に行 いそ
の精度を確認しなければならない。
・軸力計は現場搬入直前に1回、その後は3ヶ月に1回検定を行 う。
・トルクレンチは現場搬入時に1回、搬入後は1ヶ月に1回検定を 行
う。
・ボルト締付け機は現場搬入前に1回点検し、搬入後は3ヶ月に1 回検
定を行う。ただし、トルシア形高力ボルト専用締付け機は検 定の必要
はなく、整備点検を行えばよい。

道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 3 23 7 回転法及び耐力点法による場合は、全般についてマーキングによ る外
観確認を行わなければならない。

3 2 3 23 7 回転法及び耐力点法による場合は、全数についてマーキングによ る外
観確認を行わなければならない。

誤字の修正

3 2 3 14 2 2 3 14 2 土木学会規格
（JSCE-H101-
2013）に準拠

3



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚（合計値）の 90％
以上とするものとする。

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の平均値は、目標塗膜厚合計値の90％ 以上
とするものとする。

鋼道路橋防食便覧
に準拠

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚（合計値）の 70％
以上とするものとする。

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の最小値は、目標塗膜厚合計値の70％ 以上
とするものとする。

鋼道路橋防食便覧
に準拠

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚（合 計）
の20％を越えないものとする。ただし、平均値が標準塗膜厚 以上の場
合は合格とするものとする。

3 2 3 31 16 塗膜厚測定値（5回平均）の分布の標準偏差は、目標塗膜厚合計 値の
20％を越えないものとする。ただし、標準偏差が20％を超え た場合、
測定値の平均値が目標塗膜厚合計値より大きい場合は合 格とする。

鋼道路橋防食便覧
に準拠

3 2 3 31 16 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに 同数
の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が基準 値を満足
すれば合格とし、不合格の場合は塗増し、再検査しなけ ればならな
い。

3 2 3 31 16 平均値、最小値、標準偏差のうち1つでも不合格の場合はさらに 同数
の測定を行い、当初の測定値と合わせて計算した結果が管理 基準値を
満足すれば合格とし、不合格の場合は、最上層の塗料を 増し塗りし
て、再検査しなければならない。

鋼道路橋防食便覧
に準拠

3 2 3 31 16 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで 現場
に搬入し、使用しなければならない。 また、受注者は、塗布作業の開
始前に出荷証明書、塗料成績表（製造年月日、ロット番号、色採、数
量を明記）の確認を監督職 員に受けなければならない。

3 2 3 31 16 受注者は、塗料の缶貼付ラベルを完全に保ち、開封しないままで 現場
に搬入し、塗料の品質、製造年月日、ロット番号、色彩及び 数量を監
督員に提示しなければならない。 また、受注者は、塗布作業の開始前
に出荷証明書及び塗料成績表（製造年月日、ロット番号、色彩、数量
を明記）を確認し、記 録、保管し、監督員または検査員の請求があっ
た場合は速や かに提示しなければならない。

表現の適正化、誤
字の修正

3 2 3 32 1 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の設 計・
施工技術基準（案）」（平成21年4月24日改定）（以下「鉄 線籠型基
準」という。）によるほか、図面及び以下による。

3 2 3 32 1 かごマットの構造及び要求性能については、「鉄線籠型護岸の設 計・
施工技術基準（案）」（平成21年4月24日改定）（以下「鉄 線籠型基
準」という。）によるほか、契約図面及び以下による。

表現の適正化

3 2 3 31 9 3 2 3 31 9 鋼道路橋防食便覧
に準拠



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

表面保護工法設計
施工基準（案）

（土木学会）との
整合

3 2 4 4 3 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施工し
なければならない。また、設計図書に示されていない場合には、各基
礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。なお、設計図書に示さ
れていない場合には、各基礎ごとに、設計図書に示す工事目的物の基
礎杭の一部として使用できるように最初の一本を試験杭として施工し
てもよい。

3 2 4 4 3 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施 工し
なければならない。また、設計図書に示されていない場合に は、各基
礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。 なお、設計図書に示さ
れていない場合には、各基礎ごとに、設計 図書に示す工事目的物の基
礎杭の一部として使用できるように最 初の一本を試験杭として施工し
てもよい。 また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られな
い場合 は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する情
報 を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

杭基礎施工便覧に
準拠

3 2 4 4 11 受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削及び沈
設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭先端部及び杭
周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必要に応じて所定の位
置に保持しなければならない。また、先端処理については、試験杭等
の条件に基づいて、管理を適正に行わなければならない。

3 2 4 4 11 受注者は、中掘り杭工法で既製杭工を施工する場合には、掘削及 び沈
設中は土質性状の変化や杭の沈設状況などを観察し、杭先端 部及び杭
周辺地盤を乱さないように、沈設するとともに必要に応 じて所定の位
置に保持しなければならない。また、先端処理につ いては、試験杭等
の条件に基づいて、管理を適正に行わなければ ならない。杭の掘削・
沈設速度は杭径や土質条件によって異なる が、試験杭により確認した
現場に適した速度で行う。 なお、施工管理装置は、中掘り掘削・沈設
及びセメントミルク噴 出撹拌方式の根固部の築造時、コンクリート打
設方式の孔底処理 に必要な施工管理項目について常時表示・記録でき
るものを選定する。

杭基礎施工便覧に
準拠

2 3 32 33 2 3 32 3 3



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 4 4 14 受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンク リー
トくいの施工標準）⑧施工8.3くい施工で、8.3.2埋込み工法 を用いる
施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式ま たは、コンク
リート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示さ れた支持層付近に
達した時点で支持層の確認をするとともに、確 認のための資料を整備
及び保管し、監督員の請求があった場合 は、速やかに提示するととも
に、工事完成時に監督員へ提出し なければならない。セメントミルク
の噴出撹拌方式の場合は、受 注者は、過度の掘削や長時間の撹拌など
によって杭先端周辺の地 盤を乱さないようにしなければならない。

3 2 4 4 14 受注者は、杭の施工を行うにあたり、JIS A 7201（遠心力コンク リー
トくいの施工標準）7施工7.4くい施工で、7.4.2埋込み工法 を用いる
施工の先端処理方法が、セメントミルク噴出撹拌方式ま たは、コンク
リート打設方式の場合は、杭先端が設計図書に示さ れた支持層付近に
達した時点で支持層の確認をするとともに、確 認のための資料を整備
及び保管し、監督員の請求があった場合 は、速やかに提示するととも
に、工事完成時に監督員へ提出し なければならない。セメントミルク
噴出撹拌方式の場合は、受注 者は、過度の掘削や長時間の撹拌などに
よって杭先端周辺の地盤 を乱さないようにしなければならない。

JISに準拠

3 2 4 4 21 受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作 業を
行ってはならない。ただし、作業が可能なように、遮へいし た場合等
には、設計図書に関して監督員の承諾を得て作業を行 うことができ
る。また、気温が5℃以下の時は溶接を行ってはな らない。ただし、
気温が－10～＋5℃の場合で、溶接部から100mm 以内の部分がすべて＋
36℃以上に予熱した場合は施工できる。

3 2 4 4 21 受注者は、降雪雨時、強風時に露天で鋼管杭及びＨ鋼杭の溶接作 業を
行ってはならない。風は、セルフシールドアーク溶接の場合 には
10m/sec以内、ガスシールドアーク溶接の場合には2m/sec以 内とす
る。ただし、作業が可能なように、遮へいした場合等に は、設計図書
に関して監督員の承諾を得て作業を行うことがで きる。また、気温が
5℃以下の時は溶接を行ってはならない。た だし、気温が－10～＋5℃
の場合で、溶接部から100mm以内の部分 がすべて＋36℃以上に予熱し
た場合は施工できる。

杭基礎施工便覧に
準拠

3 2 4 5 1 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施 工し
なければならない。また、設計図書に示されていない場合に は、各基
礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。 なお、設計図書に示さ
れていない場合には、各基礎ごとに、設計 図書に示す工事目的物の基
礎杭の一部として使用できるように最 初の一本を試験杭として施工し
てもよい。

3 2 4 5 1 受注者は、試験杭の施工に際して、設計図書に従って試験杭を施 工し
なければならない。また、設計図書に示されていない場合に は、各基
礎ごとに、試験杭を施工しなければならない。 なお、設計図書に示さ
れていない場合には、各基礎ごとに、設計 図書に示す工事目的物の基
礎杭の一部として使用できるように最 初の一本を試験杭として施工し
てもよい。 また、一本だけで施工管理のための十分な情報が得られな
い場合 は、次に施工する杭も試験杭として実施することで不足する情
報 を補足し、以降の杭施工に反映するものとする。

杭基礎施工便覧に
準拠

3 2 4 5 10 受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み後 に、
湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごには、設 計図書に
示されたかぶりが確保できるように、スペーサーを同一 深さ位置に
4ヶ所以上、深さ方向5m間隔以下で取付けなければな らない。

3 2 4 5 10 受注者は、場所打杭工における鉄筋かごの建込み中及び建込み後 に、
湾曲、脱落座屈などを防止するとともに、鉄筋かごには、設 計図書に
示されたかぶりが確保できるように、スペーサーを同一 深さ位置に
4ヶ所以上、深さ方向3m間隔程度で取付けなければな らない。特に杭
頭部は、位置がずれやすいことから鉄筋かご円周 長に対し500～700mm
の間隔で設置するものとする。

杭基礎施工便覧に
準拠

3 2 4 5 13 受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、トレ ミー
管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量及び 打込み高
を常に計測しなければならない。これにより難い場合 は、設計図書に
関して監督員の承諾を得なければならない。ま た、受注者は、トレ
ミー管下端とコンクリート立上り高の関係を トレミー管の位置、コン
クリート打込み数量より検討し、トレ ミー管をコンクリート内に打込
み開始時を除き、2m以上入れてお かなければならない.

3 2 4 5 13 受注者は、場所打杭工のコンクリート打込みにあたっては、トレ ミー
管を用いたプランジャー方式によるものとし、打込み量及び 打込み高
を常に計測しなければならない。これにより難い場合 は、設計図書に
関して監督員の承諾を得なければならない。ま た、受注者は、トレ
ミー管下端とコンクリート立上り高の関係を トレミー管の位置、コン
クリート打込み数量より検討し、トレ ミー管をコンクリートの上面か
ら打込み開始時を除き、2m以上入 れておかなければならない。

杭基礎施工便覧に
準拠



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 4 5 15 受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング チューブ
の引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよう にするととも
に、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ下端 をコンクリート打
設面より2m以上コンクリート内に挿入しておか なければならない。

3 2 4 5 15 受注者は、オールケーシング工法の施工におけるケーシング チューブ
の引抜きにあたり、鉄筋かごの共上りを起こさないよう にするととも
に、引抜き最終時を除き、ケーシングチューブ下端 をコンクリートの
上面から2m以上コンクリート内に挿入しておか なければならない。

杭基礎施工便覧に
準拠

3 2 4 5 18 受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホールハ ン
マー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋かごを 降下さ
せるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさせない ようにしな
ければならない。

3 2 4 5 18 受注者は、リバース工法、アースドリル工法、ダウンザホールハ ン
マー工法及び大口径ボーリングマシン工法において鉄筋かごを 降下さ
せるにあたり、孔壁に接触させて孔壁崩壊を生じさせては ならない。

誤字の修正表現の
適正化

3 2 6 18 12 受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひびわれ中のゴミ、泥 など
を圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するものと し、ひびわ
れの周囲で動く破損部分は取り除かなければならな い。また、湿って
いる部分については、バーナーなどで加熱し乾 燥させなければならな
い。

3 2 6 18 12 受注者は、クラック処理の施工に先立ち、ひび割れ中のゴミ、泥 など
を圧縮空気で吹き飛ばすなどの方法により清掃するものと し、ひび割
れの周囲で動く破損部分は取り除かなければならな い。また、湿って
いる部分については、バーナーなどで加熱し乾 燥させなければならな
い。

道路土工－擁壁工
指針に準拠

3 2 6 19 11 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひびわ れ部
の補修を行う場合には、注入できるひびわれはすべて注入 し、注入不
能のひびわれは、施工前に設計図書に関して監督員 と協議しなければ
ならない。

3 2 6 19 11 受注者は、目地の補修において注入目地材により舗装版のひび割 れ部
の補修を行う場合には、注入できるひび割れはすべて注入 し、注入不
能のひび割れは、施工前に設計図書に関して監督員 と協議しなければ
ならない。

道路土工－擁壁工
指針に準拠

3 2 10 5 29 受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続方 法の
不良により漏水しないように施工しなければならない。

3 2 10 5 29 受注者は、止水シートの設置にあたり、突起物やシートの接続方 法の
不良により漏水しないように施工しなければならない。側壁 や下床版
等のコンクリートの打継部では必要に応じて増張りを施 すものとす
る。

トンネル標準示方
書（開削工法編）
に準拠

3 2 12 3 1 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製 作上
に支障がないかどうかを確認しなければならない。

3 2 12 3 1 受注者は、工作に着手する前に原寸図を作成し、図面の不備や製 作上
に支障がないかどうかを確認しなければならない。 ただし、コン
ピュータによる原寸システム等を使用する場合で、 原寸図を用いずに
図面の不備や製作上の問題点を確認できる場合 は、原寸図の作成を省
略するものとする。

鋼橋製作の実態
（原寸図が作成さ
れていないケース
が大部分）を反映

3 2 12 3 1 受注者は、JIS B 7512 （鋼製巻尺）の1級に合格した鋼製巻尺を 使用
しなければならない。 なお、これにより難い場合は、設計図書に関し
て監督員の承諾 を得なければならない。

3 2 12 3 1 原寸図を作成する場合、受注者は、JIS B 7512 （鋼製巻尺）の1 級に
合格した鋼製巻尺を使用しなければならない。 なお、これにより難い
場合は、設計図書に関して監督員の承諾 を得なければならない。

鋼橋製作の実態
（原寸図が作成さ
れていないケース
が大部分）を反映

3 2 6 3 9 3 2 6 3 9 舗装再生便覧に準
拠



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 12 3 1 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を 行わ
なければならない。

3 2 12 3 1 受注者は、現場と工場の鋼製巻尺の使用にあたって、温度補正を 行わ
なければならない。なお、桁に鋼製巻尺を添わせる場合に は、桁と同
温度とみなせるため温度補正の必要はない。

鋼道路橋施工便覧
に準拠

3 2 12 3 1 板厚方向の材片の偏心：t≦50薄い方の板厚の10％以下 3 2 12 3 1 板厚方向の材片の偏心：t≦50mm 薄い方の板厚の10％以下 表現の適正化

3 2 12 3 1 50＜t5mm以下 3 2 12 3 1 50mm＜t 5mm以下 表現の適正化

3 2 12 3 1 裏当金を用いる場合の密着度：0.5mm以下 3 2 12 3 1 裏当て金を用いる場合の密着度：0.5mm以下 道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 12 3 1 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm及びアーク
の前方100mm範囲の母材を表3-2-51により予熱することを標準とする。

3 2 12 3 1 受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側100mm及び アー
クの前方100mm範囲の母材を表3-2-51により予熱することを 標準とす
る。 なお、鋼材のPCM値を低減すれば予熱温度を低減できる。この場
合の予熱温度は表3-2-52とする。

道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 12 3 1 3 2 12 3 1 鋼道路橋施工便覧
に準拠

3 2 12 3 1 受注者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するT継手、かど継
手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならない。

3 2 12 3 1 受注者は、主要部材の突合わせ継手及び断面を構成するT継手、 角継
手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならな い。

道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 12 3 1 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を行う者
は、それぞれの試験の種類に応じたJISZ2305（非破壊試験－技術者の
資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を有していなければなら
ない。

3 2 12 3 1 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を行 う者
は、それぞれの試験の種類に応じたJIS Z 2305（非破壊試験－技術者
の資格及び認証）に規定するレベル2以上の資格を有し ていなければ
ならない。なお、極間法を適用する場合には、磁粉 探傷試験の資格の
うち、極間法に限定された磁粉探傷試験のレベ ル2以上の資格を有す
るものとする。

鋼道路橋施工便覧
に準拠

3 2 12 3 1 内部きずの検査について、放射線透過試験又は超音波探傷試験を 行う
者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非破壊試 験－技術
者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す資格を有 していなけれ
ばならない。

3 2 12 3 1 内部きずの検査について、放射線透過試験または超音波探傷試験 を行
う者は、それぞれの試験の種類に応じてJIS Z 2305（非破壊 試験技術
者の資格及び認証）に基づく次の1)～3)に示す資格を有 していなけれ
ばならない。

誤字の修正

道路橋示方書・同
解説に準拠



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

3 2 12 3 1 ただし、他の方法によって実仮組立てと同等の精度の検査が行える場
合は、監督員の承諾を得て実施できる。

3 2 12 3 1 ただし、シミュレーション仮組立などの他の方法によって実仮組 立て
と同等の精度の検査が行える場合は、監督員の承諾を得て 実施でき
る。

シミュレーション
仮組立検査の採用
実績が多い実態を
反映

3 2 12 3 2 受注者は摩擦接合を行う材片を組み合わせた場合、孔のずれは1.0mm以
下としなければならない。

3 2 12 3 2 削除 道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 12 4 1 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後は十分
なひずみ取りを行わなければならない。

3 2 12 4 1 受注者は、亜鉛めっきのため油抜き等の処理を行い、めっき後は 十分
なひずみとりを行わなければならない。

道路橋示方書・同
解説に準拠

3 2 17 2 1 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤について
は、施工前に監督員に品質を証明する資料等の、確認を受けなければ
ならない。なお、薬剤については農薬取締法（平成19年3月改正法律第
8号）に基づくものでなければならない。

3 2 17 2 1 受注者は、樹木・芝生管理工の施工に使用する肥料、薬剤につい て
は、施工前に監督員に品質を証明する資料等の、確認を受け なければ
ならない。 なお、薬剤については農薬取締法（平成26年6月改正 法律
第69 号）に基づくものでなければならない。

法令等の改正

3 2 18 2 1 受注者は、床版コンクリート打設前及び完了後、キャンバーを測定
し、その記録を整備及び保管し、監督員または検査職員の請求があっ
た場合は速やかに提示しなければならない。

3 2 18 2 1 受注者は、床版コンクリート打設前においては主桁のそり、打設 後に
おいては床版の基準高を測定し、その記録を整備及び保管 し、監督員
または検査員の請求があった場合は速やかに提示 しなければならな
い。

出来形管理基準の
測定項目と整合

6 1 7 2 1

3 2 12 3 1

6 1 7 2 1 JISの改定

2 12 3 1 鋼道路橋施工便覧
に準拠

3



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

6 1 7 2 1 6 1 7 2 1 JISの改定

6 4 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
マニュアル編） （平成26年9月）

6 4 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

基準等の改定

6 5 2 0 5 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
マニュアル編） （平成26年9月）

6 5 2 0 5 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

基準等の改定

6 5 2 0 5 記載なし 6 5 2 0 5 日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （平成27年3月） 基準等の改定
6 5 6 1 2 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術 基準

（案）（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7 章施工の
規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を 得なければなら
ない。

6 5 6 1 2 受注者は、可動堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術 協会
ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マ ニュアル編）
（平成28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設 技術基準（案）
（平成28年3月） 第7章施工の規定による。これ により難い場合は、
監督員の承諾を得なければならない。

基準等の改定適用
すべき書基準の追
加

6 5 7 1 2 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術 基準
（案）（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7 章施工の
規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を 得なければなら
ない。

6 5 7 1 2 受注者は、固定堰本体工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術 協会
ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マ ニュアル編）
（平成28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設 技術基準（案）
（平成28年3月） 第7章施工の規定による。これ により難い場合は、
監督員の承諾を得なければならない。

基準等の改定適用
すべき書基準の追
加

6 5 8 1 2 受注者は、魚道工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術基準（案）
（基準解説編・マニュアル編） （平成26年9月） 第7章施 工の規定に
よる。これにより難い場合は、監督員の承諾を得な ければならない。

6 5 8 1 2 受注者は、魚道工の施工にあたっては、ダム・堰施設技術協会 ダム・
堰施設技術基準（案）（基準解説編・設備計画マニュアル 編）（平成
28年10月）及び、国土交通省 ダム・堰施設技術基準（案）（平成28年
3月） 第7章施工の規定による。これにより難 い場合は、監督員の承
諾を得なければならない。

基準等の改定適用
すべき書基準の追
加

6 6 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
マニュアル編） （平成26年9月）

6 6 2 0 0 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

基準等の改定

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解 説
（平成13年）

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解 説
（平成27年2月）

基準等の改定

6 6 2 0 0 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備設計指針（案）同解 説
（平成13年）

6 6 2 0 0 技術基準の統合に
よる廃止

6 9 2 0 1 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
マニュアル編） （平成26年9月）

6 9 2 0 1 ダム・堰施設技術協会 ダム・堰施設技術基準（案）（基準解説 編・
設備計画マニュアル編） （平成28年10月）

基準等の改定

6 9 2 0 1 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解 説
（平成13年）

6 9 2 0 1 河川ポンプ施設技術協会 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解 説
（平成27年2月）

基準等の改定



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月） （平成26年12月）
農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月） （平成27年2月）
農林水産省、国土交通省 海岸保全施設の技術上の基準について 農林水産省、国土交通省海岸保全施設の技術上の基準について
（平成16年3月） （平成26年12月）

8 1 2 0 0 記載なし 8 1 2 0 0 砂防・地すべり技術センター砂防ソイルセメント施工便覧（平成28年
版）

適用すべき諸基準
の追加

8 1 6 1 2 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－のり面工・斜面 安定
工指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、「のり枠工の
設計・施工指針第8章吹付枠工、第9章プレキャスト 枠工、第10章現場
打ちコンクリート枠工、第11章中詰工」（全国 特定法面保護協会、平
成25年10月）、「グラウンドアンカー設 計・施工基準、同解説第7章
施工」（地盤工学会、平成24年5月） の規定による。これ以外の施工
方法による場合は、施工前に設計 図書に関して監督員の承諾を得なけ
ればならない。

8 1 6 1 2 受注者は、法面の施工にあたって、「道路土工－切土工・斜面安 定工
指針 3設計と施工」（日本道路協会、平成21年6月）、「の り枠工の
設計・施工指針第8章吹付枠工、第9章プレキャスト枠 工、第10章現場
打ちコンクリート枠工、第11章中詰工」（全国特 定法面保護協会、平
成25年10月）、「グラウンドアンカー設計・ 施工基準、同解説第7章
施工」（地盤工学会、平成24年5月）の規 定による。これ以外の施工
方法による場合は、施工前に設計図書 に関して監督員の承諾を得なけ
ればならない。

誤字の修正

8 1 8 4 15 15．残存型枠工法を採用する際の品質検査については、コンクリート
ハンマーにより構造物の強度を判定するものとし、硬度測定箇所は本
体工天端部とする。なお、使用する場合は巻末の特記仕様書の規定に
よるものとする。
16．受注者は、コンクリート打込み前にあらかじめ型枠裏面を湿潤状
態にした上で、構造物内部及び型枠裏面に充分にコンクリートが回り
込むように締固めなければならない。

15.残存型枠工のうち、「外壁兼用型」を除く型枠製品自体を躯体とし
て扱う工法は以下のとおり適用する。
（１）残存型枠工
残存型枠工は、薄肉プレキャスト・セメントコンクリート製の型枠製
品と組立部材を使用し、コンクリート打設後の脱型作業を必要としな
い型枠工のことをいう。
（２）材料
１）残存型枠とは、意匠性を目的としない型枠材をいう。
２）残存化粧型枠とは、残存型枠のうち化粧面が一体となった意匠性
を目的とした型枠材をいう。
３）受注者は、残存型枠工に用いる型枠について、下表に従い品質規
格証明書等を照合して確認した資料を事前に監督員に提出し、監督員
の確認を受けなければならない。
表略
（３）施工
１）受注者は、型枠にひび割れ等の有害な損傷を与えないようにしな
ければならない。特に、砂防堰堤において、コンクリートの温度変化
に伴い型枠表面に発生するひび割れが懸念されることから、下流側型
枠目地と水平打継目を可能な限り同じ高さとする打設計画を立案する
こと。
２）受注者は、型枠のひび割れや変位等を防ぐため、適切な支持材の
取付をしなければならない。
３）受注者はコンクリート打ち込み前にあらかじめ型枠裏面を湿潤状
態にした上で、構造物内部及び型枠裏面に十分にコンクリートがまわ
り込むように締固めなければならない。
４）受注者は、目地を設ける際には目地位置表面の型枠の縁を切らな
ければならない。また、伸縮目地材を用いる際は目地材を型枠ではさ
み込み、表面に露出させなければならない。

特記仕様書の反映

7 2 2 0 0

7 1 2 0 0

7 2 2 0 0 基準等の改定

1 2 0 0 基準等の改定7

3 2 0 0 基準等の改定7 3 2 0 0 7



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

（４）施工管理
１）本体工出来形については、設計図書に明記された寸法で管理す
る。
２）コンクリートの品質検査は、コンクリートテストハンマーにより
構造物の強度を測定する。硬度測定箇所は本体工天端部又は側面部と
し、「レディーミクスト取扱基準」により強度を判定する。
３）コンクリートの充填確認については、残存型枠の貫通穴より目視
にて判定又はコンクリート打設時における監督員の立会を１リフトに
つき１回行うこととする。

8 1 11 7 １－11－７堆砂量計測版
堆砂量計測版については、巻末の特記仕様書（案）の規定によるもの
とする。

１－11－７堆砂量計測板
１．除石管理型の砂防えん堤において、堆砂状況を確認するために堆
砂量計測板を設置する。
２．除石管理型砂防えん堤は、えん堤堆砂域に管理基準面を設定し、
土石流等により管理基準面以上に土砂が堆砂した場合は、速やかに除
石することで機能を確保するえん堤をいう。
３．堆砂量計測板は、管理基準面と除石下限高を明示する表示部と高
さを確認する計測部から構成され、材料は下表のとおりとする。
表略
４．堆砂量計測板のデザインは、遠方からでも確認できるように図１
及び図２とする。
５．堆砂量計測板を設置した場合は、様式１を作成し、砂防設備台帳
へ添付・保管する。

 

特記仕様書の反映

8 3 5 1 1.本節は、擁壁工として作業土工、既製杭工、場所打擁壁工、プレ
キャスト擁壁工、補強土壁工、井桁ブロック工、落石防護工、その他
これらに類する工種について定める。

8 3 5 1 1.本節は、擁壁工として作業土工、既製杭工、場所打擁壁工、プレ
キャスト擁壁工、補強土壁工、井桁ブロック工、落石防護工、その他
これらに類する工種について定める。
２．残存型枠工のうち、「外壁兼用型」を除く型枠製品自体を躯体と
して扱う工法の施工については、第８編１－８－４コンクリートえん
堤本体工の15の規定による。

特記仕様書の反映

9 1 7 2 4 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コンクリー
トの打込み前に通水試験を行い、監督員の確認を得た後でなければな
らない。

9 1 7 2 4 受注者は、冷却管及び附属品の設置が完了したときには、コンクリー
トの打込み前に通水試験を行い、監督員の確認を得なければならな
い。

誤字の修正

10 1 2 0 0 記載なし 10 1 2 0 0 国土交通省道路土工構造物技術基準（平成27年3月） 適用すべき諸基準
の追加

10 1 9 1 4 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状 態及
びかぶり測定要領（以下、「要領」という。）」に従い行わ なければ
ならない。

10 1 9 1 4 非破壊試験は「非破壊試験によるコンクリート構造物中の配筋状 態及
びかぶり測定要領（以下、「要領」という。）」（国土交通省、平成
24年3月）に従い行わなければならない。

出典と発行年月の
追加

10 1 9 8 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、 防水
材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 1 9 8 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい て、防
水材相互が密着するよう施工しなければならない。

トンネル標準示方
書（開削工法編）
に準拠

10 1 10 6 2 受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書によ る材
料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の穴が詰ま らないよ
う埋戻ししなければならない。

10 1 10 6 2 受注者は、排水管を設置した後のフィルター材は、設計図書によ る材
料を用いて施工するものとし、目づまり、有孔管の孔が詰ま らないよ
う埋戻ししなければならない。

表現の適正化

10 2 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 10 2 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月） 基準等の改定



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

10 2 11 1 3 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基準・ 同解
説第4章設計・施工」（日本道路協会、昭和63年12月）の規 定、「道
路土工要綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及 び本編10-2-
11-3道路植栽工の規定による。これにより難い場合 は、監督員の承諾
を得なければならない。

10 2 11 1 3 受注者は、道路植栽工の施工については、「道路緑化技術基準・ 同解
説2-3施工」（日本道路協会、平成28年3月）の規定、「道路 土工要
綱」（日本道路協会、平成21年6月）の規定及び本編10-2- 11-3道路植
栽工の規定による。これにより難い場合は、監督員 の承諾を得なけれ
ばならない。

道路緑化技術基準
に準拠

10 2 11 3 10 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しなけ れば
ならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻きしゅろ なわを用
いて動かぬよう結束するものとする。

10 2 11 3 10 受注者は、添木の設置について、ぐらつきのないよう設置しなけ れば
ならない。樹幹と添木との取付け部は、杉皮等を巻きシュロ縄を用い
て動かぬよう結束するものとする。

道路緑化技術基準
に準拠

10 3 8 10 2 受注者は、部材の組立てに使用する仮締めボルトとドリフトピン の合
計をその箇所の連結ボルト数の1／2以上とし、架設応力に耐 えるだけ
の仮締めボルトとドリフトピンを用いなければならな い。

10 3 8 10 2 削除 道路橋示方書・同
解説に準拠

10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成18年7 月） 10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 山岳工法編・同解説 （平成28年8 月） 基準等の改定
10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成18年7 月） 10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 開削工法編・同解説 （平成28年8 月） 基準等の改定
10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成 18年7

月）
10 6 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成 28年8

月）
基準等の改定

10 6 4 1 2 受注者は、施工中、自然条件の変化等により、支保工に異常が生 じた
場合は、工事を中止し、監督員と協議しなければならな い。ただし、
緊急を要する場合には応急措置をとった後、直ちに その措置内容を監
督員に連絡しなければならない。

10 6 4 1 2 受注者は、自然条件の変化等により、支保工に異常が生じた場合は、
工事を中止し、監督員と協議しなければならない。ただし、緊急を要
する場合には応急措置をとった後、直ちにその措置内容を監督員に連
絡しなければならない。

トンネル標準示方
書（山岳工法編）
に準拠

10 6 4 4 3 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削面 や吹
付けコンクリート面に密着するようにナットで緊結しなけれ ばならな
い。

10 6 4 4 3 受注者は、ロックボルトの定着後、ベアリングプレートが掘削面や吹
付けコンクリート面に密着するように、スパナやパイプレンチを用い
てナットで緊結しなければならない。

トンネル標準示方
書（山岳工法編）
に準拠

10 6 5 3 3 受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブレー タを
用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。ただ し、棒状バ
イブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場所には 型枠バイブレー
タを使用して確実に締め固めなければならない。

10 6 5 3 3 受注者は、コンクリートの締固めにあたっては、棒状バイブレー タを
用い、打込み後速やかに締め固めなければならない。ただ し、棒状バ
イブレータの使用が困難で、かつ型枠に近い場所には 型枠バイブレー
タを使用して確実に締め固めなければならない。 なお、流動性を向上
させた中流動コンクリート等を使用した場合 は、材料分離を防止する
ために内部振動機ではなく型枠バイブ レーターを使用するものとす
る。

トンネル標準示方
書（山岳工法編）
に準拠

10 6 5 3 5 受注者は、妻型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐えら れる
構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければなら ない。

10 6 5 3 5 受注者は、つま型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐え られ
る構造とし、モルタル漏れのないように取り付けなければな らない。
つま型枠は、防水シートを破損しないように施工しなけ ればならな
い。また、溝型枠を設置する場合は、その構造を十分 に検討し不具合
のないように施工しなければならない。

トンネル標準示方
書（山岳工法編）
に準拠

10 9 5 6 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、 防水
材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 9 5 6 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい て、防
水材相互が密着するよう施工しなければならない。

トンネル標準示方
書（開削工法編）
に準拠

10 10 6 3 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、 防水
材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 10 6 3 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい て、防
水材相互が密着するよう施工しなければならない。

トンネル標準示方
書（開削工法編）
に準拠

10 11 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成 18年7
月）

10 11 2 0 0 土木学会 トンネル標準示方書 シールド工法編・同解説 （平成 28年8
月）

基準等の改定

10 11 6 5 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増貼部等において、 防水
材相互が密着するよう施工しなければならない。

10 11 6 5 1 受注者は、防水工の接合部や隅角部における増張り部等におい て、防
水材相互が密着するよう施工しなければならない。

トンネル標準示方
書（開削工法編）
に準拠

10 14 2 0 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧 （平成5年11月） 10 14 2 0 0 日本道路協会 道路トンネル維持管理便覧（本体工編）（平成27年6 基準等の改定
10 14 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （昭和63年12月） 10 14 2 0 0 日本道路協会 道路緑化技術基準・同解説 （平成28年3月） 基準等の改定



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

10 14 17 3 1 受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行うもの
とし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じて、以下の仕様
を適用しなければならない。

10 14 17 3 1 受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送を
行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の
付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行いNaClが50mg/m2以
上の時は水洗いする。

表現の適正化
（記載順序の変
更）

10 14 17 3 1 表10-14-2素地調整程度と作業内容 10 14 17 3 2 受注者は、被塗物の表面を塗装に先立ち、さび落とし清掃を行うもの
とし、素地調整は設計図書に示す素地調整種別に応じて、以下の仕様
を適用しなければならない。

表現の適正化
（記載順序の変
更）

10 14 17 3 2 受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送を
行った場合、その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の
付着が懸念された場合には、塩分付着量の測定を行いNaClが50mg/m2以
上の時は水洗いする。

10 14 17 3 2 表14-3素地調整程度と作業内容 表現の適正化
（記載順序の変
更）

10 14 18 3 2 受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序として
は埋設注入管のうち標高の低い側より、逐次高い方へ片押しで作業し
なければならない。また、トンネル横断面内の施工順序としては、下
部から上部へ作業を進めるものとする。

10 14 18 3 2 受注者は、裏込め注入の施工にあたって、縦断方向の施工順序と して
は埋設注入管のうち標高の低い側より、逐次高い方へ片押し で作業し
なければならない。ただし、覆工コンクリートの巻厚が 薄く、注入材
の偏りによって覆工コンクリートが変形し、新たな ひび割れが発生す
るおそれのある場合には、左右交互にバランス のとれた注入順序とす
る。また、トンネル横断面内の施工順序と しては、下部から上部へ作
業を進めるものとする。

道路トンネル維持
管理便覧（本体工
編）に準拠

10 16 3 6 3 型鋼の加工は、工場で行うものとする。 10 16 3 6 3 形鋼の加工は、工場で行うものとする。 道路橋示方書・同
解説に準拠

13 1 3 8 7 記載なし 13 1 3 8 7 ７．薬液注入工法
(1)受注者は、薬液注入工の施工にあたり、薬液注入工法の適切な使用
に関し、技術的知識と経験を有する現場責任者を選任し、事前に経歴
書により監督員の承諾を得なければならない。
(2)受注者は、薬液注入工事の着手前に以下について監督員の確認を得
なければならない。
1）工法関係
①注入圧
②注入速度
③注入順序
④ステップ長
2）材料関係
①材料（購入・流通経路等を含む）
②ゲルタイム
③配合
(3)受注者は、薬液注入工を施工する場合には、「薬液注入工法による
建設工事の施工に関する暫定指針」（昭和49年7月10日建設省官技発第
160号）の規定による。
(4)受注者は、薬液注入工における施工管理等については、「薬液注入
工事に係わる施工管理等について」（平成2年9月18日建設省大臣官房
技術調査室長通達）の規定による。

項目の追加

13 1 3 16 1 記載なし 13 1 3 16 1 （３）受注者は、国土交通省告示第468号「基礎ぐい工事の適正な施工
を確保するために講ずべき措置」に基づき施工しなければならない。

項目の追加

13 1 3 17 1 ボンド及び立上り鉄筋は、白ペイントで塗装し、他の鉄筋と識別でき
るようにしなければならない。

13 1 3 17 1 ボンド及び立ち上がり鉄筋は、白ペイントで塗装し、他の鉄筋と識別
できるようにしなければならない。

表現の適正化



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

13 1 3 19 3 ①  コンクリート運搬は、材料が分離しない方法で行い、練混ぜから
舗設開始までの時間をダンプトラックを用いる場合は１時間以内とし
なければならない。

13 1 3 19 3 ①コンクリート運搬は、材料が分離しない方法で行い、練混ぜから舗
設開始までの時間をダンプトラックによる場合は１時間以内としなけ
ればならない。

内容の見直し

13 1 3 19 3 寒中の養生は、コンクリートの圧縮強度が5N/mm2以上又は曲げ強度が
1N/mm2以上になるまで行わなければならない。なお、特に風を防ぎ、
凍結を防止する方法を取らなければならない。

13 1 3 19 3 寒中の養生は、コンクリートの圧縮強度が5N/mm2以上又は曲げ強度が
1N/mm2以上になるまで凍結しないよう十分に保護し、特に風を防がな
ければならない。

内容の見直し

13 1 17 2 1 ②受注者は、塗装を次により行わなければならない。
ア．塗装は、下塗、中塗、上塗に分けて行わなければならない。

13 1 17 2 1 ②受注者は、塗装を次により行わなければならない。
ア．塗装は、下塗、上塗に分けて行わなければならない。

表現の適正化

13 1 23 2 2 ②・・・「JISZ9101安全色彩使用通則」に規定する黄と黒のしま模
様・・・

13 1 23 2 2 ②・・・「JISZ9101安全色及び安全標識－産業環境及び案内用安全標
識のデザイン通則」に規定する黄と黒のしま模様・・・

表現の適正化

本編への反映等に
より特記仕様書の
削除
該当特記仕様書を
削除

巻末

工事特記仕様書一覧表 

 特記仕様書名称等 

適用条件等 通知文等 掲載 

ページ 条件1(内容等) 条件2(設計金額等) 通知日 文書番号 

1 

急傾斜地崩壊防止工事におけ

る特記仕様書 

対象工事  H10.5.19 砂第49号 2 

2 

砂防ソイルセメント（ISM）工

法特記仕様書 

砂防ソイルセメント工法  H29.5.31 河砂第53号 3 

3 

砂防ソイルセメント(INSEM)

工法特記仕様書 

    4 

4 

漁港漁場工事等施工環境監理

者配置に関する特記仕様書 

漁港における海上工事  H21.1.19 港漁第206号 10 

 

【工事】特記仕様書一覧表 

 特記仕様書名称等 

適用条件等 通知文等 
掲載 

ページ 条件 1(内容等) 条件 2(設計金額等) 通知日 文書番号 

1 
｢工事監理連絡会｣特記

仕様書 

構造計算を伴う重要構

造物の工事 
 H16.3.29 建技第 361-2 号 732 

2 

完成橋梁マイクロフィ

ルムの作成に関する特

記仕様書 

橋長 2.0ｍ以上の道路

橋(側道及び BOX カルバ

ートを含む)の工事 

 ― ― 733 

3 
急傾斜地崩壊防止工事

における特記仕様書 
対象工事  H10.5.19 砂第 49 号 734 

4 
再生石灰安定処理上層

路盤材特記仕様書 

再生石灰安定処理上層

路盤材を使用する工事 
 H22.3.23 

建工第 108 号 

道保第 350 号 
735 

5 
再生石灰安定処理下層

路盤材特記仕様書 

再生石灰安定処理下層

路盤材を使用する工事 
 H22.3.23 

建工第 107 号 

道保第 349 号 
738 

6 
再生砂(RC-10)特記仕様

書 

再生砂 (RC-10)を使用

する工事 
 H22.1.29 

建技第 262 号 

建工第 66 号 

道保第 285 号 

741 

7 
残存型枠工法(構造物一

体型)特記仕様書 

砂防工事及び急傾斜地

崩壊対策工事等で採用

す る 残 存 型 枠 工 の う

ち、型枠製品自体を躯

体として扱う工法に適

用 

 H26.3.31 河砂第 358 号 743 

8 

砂防ソイルセメント

(ISM、INSEM)工法特記仕

様書 

砂防ソイルセメント工

法 
 H26.9.10 河砂第 102 号 745 

9 

漁港漁場工事等施工環

境監理者配置について

特記仕様書 

漁港における海上工事  H21.1.19 港漁第 206 号 750 

10 

除石管理型砂防えん堤

における堆砂量計測板

特記仕様書 

対象工事  H27.7.23 河砂第 60 号 751 

 



現行条文 新条文

平成２９年度土木工事共通仕様書新旧対照表

現行条文（平成29年3月版） 新条文
編 章 節 条 項 編 章 節 条 項 改定理由

提出書類様式

土木工事共通仕様書に基づく主な提出書類様式一覧表 
提出書類様式 土木工事共通仕様書 ページ 

（請負代金内訳書） 
第３編１－１－２請負代金内訳書 

第３編１－１－３工程表及び工事工程月報 

- 

工程表 2 

工事工程月報 3 

主任技術者等通知書 （建設工事請負契約約款第10条） 4 

指示・承諾・協議・提出・報告書 （     〃    第１条） 5 

施工計画書 第１編１－１－４施工計画書 6 

下請負人通知書 第１編１－１－９工事の下請負 7 

施工体制台帳 

第１編１－１－10施工体制台帳 

8 

再下請負通知書 10 

施工体系図 12 

補助技術者通知書 第１編１－１－12調査・試験に関する協力 14 

工期延長請求書 
第１編１－１－15工期変更 

16 

変更工程表 17 

支給材料受領書 

第１編１－１－16支給材料及び貸与品 

18 

支給材料受払簿 19 

支給材料精算書 20 

貸与品借用書 21 

貸与品返納書 22 

現場発生品届 第１編１－１－17工事現場発生品 23 

再生資源利用計画書 

第１編１－１－18建設副産物 

24 

再生資源利用促進計画書 25 

搬入・搬出調書 26 

（品質証明書） 品質証明実施基準 (案) - 
（レディーミクストコンクリート取扱基準）  

 

 

第２編第１章第２節工事材料の品質 

 

 

- 
（セメントコンクリート製品取扱基準） - 
（「加熱アスファルト混合物及び再生加熱アスファルト混

合物の材料試験の区分」の取扱いによる） 

- 

（盛土材料取扱基準） - 
使用材料品質証明書 27 

材料検査簿 28 

段階確認・立会願 第３編１－１－６監督員による検査（確認を含む）

及び立会等 

29 

完成届出書 第１編１－１－20工事完成検査 30 

修補完了届出書 第１編１－１－20工事完成検査 31 

出来形確認請求書 第１編１－１－21出来形検査 32 

安全・訓練等の実施報告書 第１編１－１－26工事中の安全確保 33 

工事事故等発生報告書 第１編１－１－29事故報告書 34 

休日・夜間作業届 第１編１－１－36施工時期及び施工時間の変更 35 

天災その他不可抗力による損害負担請求書 第１編１－１－38不可抗力による損害 36 

（掛金収納書） 第１編１－１－40保険の付保及び事故の補償 - 

県産材利用報告書 第１編１－１－47県産木材の仕様 38 

総合評価落札方式における技術提案等の履行確認シート 第１編１－１－50総合評価落札方式 39 

ＶＥ提案書 第１編１－１－51契約後ＶＥ提案 40 

砂防えん堤 堆砂量計測板台帳 第8編１－11－７堆砂量計測板 44 

※（ ）内事項については当該基準等の提出様式による。 

 

共通仕様書｢共通編｣に基づく 

主な提出書類一覧表 
№ 提出書類名 土木工事共通仕様書 

1 （請負代金内訳書） 
第３編１－１－２請負代金内訳書 

第３編１－１－３工程表及び工事工程月報 
2 工程表 

3 工事工程月報 

4 主任技術者等通知書 （建設工事請負契約約款第10条） 

5 指示・承諾・協議・提出・報告書 （     〃    第１条） 

6 施工計画書 第１編１－１－４施工計画書 

7 下請負人通知書 第１編１－１－９工事の下請負 

8 施工体制台帳 

第１編１－１－10施工体制台帳 9 再下請負通知書 

10 施工体系図 

11 補助技術者通知書 第１編１－１－12調査・試験に関する協力 

12 工期延長請求書 
第１編１－１－15工期変更 

13 変更工程表 

14 支給材料受領書 

第１編１－１－16支給材料及び貸与品 

15 支給材料受払簿 

16 支給材料精算書 

17 貸与品借用書 

18 貸与品返納書 

19 現場発生品届 第１編１－１－17工事現場発生品 

20 再生資源利用計画書 

第１編１－１－18建設副産物 21 再生資源利用促進計画書 

22 搬入・搬出調書 

23 品質証明書 第３編１－１－９品質証明 

第２編第１章第２節工事材料の品質 (24) （レディーミクストコンクリート取扱基準） 

(25) （セメントコンクリート製品取扱基準）  

第３編１－１－９品質証明 

 

第２編第１章第２節工事材料の品質 

 

(26) （「加熱アスファルト混合物及び再生加熱アスファルト混

合物の材料試験の区分」の取扱いによる） 

(27) （盛土材料取扱基準） 

28 使用材料品質証明書 

29 材料検査簿 

30 段階確認・立会願 第３編１－１－６監督員による検査（確認を含む）及び

立会等 

(31) （「土木工事数量算出要領」による） 第３編１－１－８数量の算出及び完成図 

32 完成届出書 第１編１－１－20工事完成検査 

33 修補完了届出書 第１編１－１－20工事完成検査 

34 出来形確認請求書 第１編１－１－21出来形検査 

(35) （「土木工事施工管理基準」による） 第１編１－１－23施工管理 

36 安全・訓練等の実施報告書 第１編１－１－26工事中の安全確保 

37 工事事故等発生報告書 第１編１－１－29事故報告書 

38 休日・夜間作業届 第１編１－１－36施工時期及び施工時間の変更 

39 天災その他不可抗力による損害負担請求書 第１編１－１－38不可抗力による損害 

(40) （掛金収納書） 第１編１－１－40保険の付保及び事故の補償 

41 県産材利用報告書 第１編１－１－47県産木材の仕様 

42 総合評価落札方式における技術提案等の履行確認シート 第１編１－１－50総合評価落札方式 

43 ＶＥ提案書 第１編１－１－51契約後ＶＥ提案 

 ※（ ）内事項については当該基準等の提出様式による。  
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誤記の訂正

記載なし 特記仕様書の反映
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施工計画書(表紙)

平成 年 月 日

総括監督員
様

受注者
現場代理人 印

平成 年度 工事 施工計画書について(提出)

標記について土木工事共通仕様書　第1編1-1-4に基づき提出します。

( 1)工事概要 ○

( 2)計画工程表 ○

( 3)現場組織表 ○

( 4)指定機械 ○

( 5)主要資材 ○

( 6)施工方法(主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む) ・・・ ○

( 7)施工管理計画 ・・・ ○

( 8)安全管理 ○

( 9)緊急時の体制及び対応 ○

(10)交通管理 ○

(11)環境対策 ○

(12)現場作業環境の整備 ○

(13)再生資源の利用の促進 ○

(14)創意工夫等 ○

(14)その他 ○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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 NO.6

施工計画書(表紙)

平成 年 月 日

総括監督員
様

受注者
現場代理人 印

平成 年度 工事 施工計画書について(提出)

標記について土木工事共通仕様書　第1編1-1-4に基づき提出します。

( 1)工事概要 ○

( 2)計画工程表 ○

( 3)現場組織表 ○

( 4)安全管理 ○

( 5)指定機械 ○

( 6)主要資材 ○

( 7)施工方法(主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む) ・・・ ○

( 8)施工管理計画 ○

( 9)緊急時の体制及び対応 ○

(10)交通管理 ○

(11)環境対策 ○

(12)現場作業環境の整備 ○

(13)再生資源の利用の促進 ○

(14)その他 ○
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・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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